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国⼟強靱化基本計画（令和５年７⽉28⽇閣議決定）に基づく関係府省庁の「リスクコミュニケーションの取組」について

〇地震・津波防災訓練
https://www.bousai.go.jp/jishin/tsunami/tsunamibousai/tsunamibousaiday.html

〇孤⽴集落状況把握・⽀援訓練
https://www.bousai.go.jp/taisaku/shienkunren.html

〇防災教育チャレンジプラン
https://www.bosai-study.net/

〇防災ポスターコンクール
https://www.bousai.go.jp/kyoiku/poster/index.html

〇デジタル推進委員の取組
https://www.digital.go.jp/policies/digital_promotion_staff デジタル庁

〇地震・津波防災訓練
https://www.bousai.go.jp/jishin/tsunami/tsunamibousai/tsunamibousaiday.html

〇孤⽴集落状況把握・⽀援訓練
https://www.bousai.go.jp/taisaku/shienkunren.html

〇地区防災計画の策定⽀援
https://www.bousai.go.jp/kyoiku/chikubousai/index.html

〇地域防災⼒の充実強化に向けた取組事例
https://www.fdma.go.jp/relocation/syobodan/torikumi-jirei/index.html

〇地域防災を⽀える⾃主防災組織等の育成
https://www.fdma.go.jp/mission/bousai/ikusei/ikusei011.html

〇防災教育の⼿引き
https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/index_publications.html

〇予算（学校安全総合⽀援事業）
https://anzenkyouiku.mext.go.jp/mextshiryou/data/torikumi/sougou/r7_so_gairyaku.pdf

〇防災学習ポータルサイト
https://www.mlit.go.jp/river/bousai/education/ 国⼟交通省

③ 防災知識の普及や防災教育においては、災害から受ける影響やニーズは⼥性と男性では異
なることを認識し、防災訓練の実施においては、⼥性の積極的な参加を促進する。

〇災害対応⼒を強化する⼥性の視点(男⼥共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン)
https://www.gender.go.jp/policy/saigai/fukkou/guideline.html

内閣府（男⼥）

〇コミュニティ防災教育推進事業
https://www.bousai.go.jp/kyoiku/community-bosuai.html

内閣府（防災）

〇中⼭間等直接⽀払交付⾦
https://www.maff.go.jp/j/nousin/tyusan/siharai_seido/index.html

〇多⾯的機能⽀払交付⾦
https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai.html

〇森林・⼭村多⾯的機能発揮対策
https://www.rinya.maff.go.jp/j/sanson/tamenteki.html

〇漁場⽣産⼒・⽔産多⾯的機能強化対策事業
https://hitoumi.jp/

〇地震・津波防災訓練
https://www.bousai.go.jp/jishin/tsunami/tsunamibousai/tsunamibousaiday.html

〇孤⽴集落状況把握・⽀援訓練
https://www.bousai.go.jp/taisaku/shienkunren.html

〇防災スペシャリスト養成研修
https://bousai-sp.go.jp/ 内閣府（防災）

〇令和７年度気象防災アドバイザー育成研修パンフレット
https://scraft.co.jp/jma-kenshu/file/r7_pamphlet.pdf

〇気象防災アドバイザー活⽤促進事業（令和６年度補正）
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/shingikai/kentoukai/R7tiikibosai_kentoukai/part4/R071022_shiryou1.pdf#page=19

〇気象防災アドバイザー任⽤環境⽀援事業
https://www.bousai.go.jp/taisaku/suishinhi/pdf/saitaku2-19.pdf

総務省

⽂部科学省

④ ⼥性、⾼齢者、こども、障害者、外国⼈等への配慮を含め、災害時の地域住⺠同⼠の助け
合い・連携による災害対応⼒の向上を図るとともに、平時から被災者の⼼のケアに重要な役割
を果たす地域コミュニティの機能の維持・向上を図る。また、平時から復興ビジョンを検討
し、あらかじめ復興計画への合意形成を図るな
ど、復興事業を円滑に実⾏できる環境を整える。さらに、防災ボランティア等、地域を守る組
織や団体の主体的な活動を促進するため、後⽅⽀援や交流の場の充実・拡⼤等を図る。

農林⽔産省

⑤ 防災訓練等の機会を捉え、必要に応じて⺠間企業や防災に関する専⾨家が有するスキル・
ノウハウ、施設設備、組織体制等も活⽤するなど、災害対応業務の実効性を⾼めるための取組
を推進する。 内閣府（防災）

⑥ 気象防災アドバイザーや地域防災マネージャーの全国拡充により、タイムライン防災の充
実強化を図る。

国⼟交通省

① 国⼟強靱化の取組の⼟台を⽀える⺠間企業や団体、地域住⺠、コミュニティ、NPO等が中
⼼となって実施される⾃助・共助の取組を効果的で持続的なものとするため、全ての関係者が
⾃助・共助・公助の考え⽅を⼗分に理解し、⾃発的に⾏動するよう、デジタル技術も活⽤しな
がら、防災に関する教育、訓練、啓発等による双⽅向のコミュニケーションに継続的に取り組
む。

② 災害発⽣時に⼀⼈⼀⼈が迅速・的確に避難⾏動をとることができるよう、学校や職場、地
域の⾃治組織等を通じ、実践的な防災訓練や防災教育等を推進する。また、地区居住者等によ
る地区防災計画に関する取組を促進することにより、地域住⺠等の防災意識の向上、⾃発的な
防災活動や適切な避難⾏動の促進等の⾃助・共助の向上を図り、地域防災⼒を強化する。さら
に、国による広域的かつ実践的な訓練の実施を通じた地⽅公共団体の⽀援や消防団等の充実強
化、地区防災計画制度の普及・啓発等により、防災⼒を強化する。

府省庁名内容 HPリンク先

（A）リスク
コミュニケー
ション

内閣府（防災）

内閣府（防災)
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国⼟強靱化基本計画（令和５年７⽉28⽇閣議決定）に基づく関係府省庁の「リスクコミュニケーションの取組」について

府省庁名内容 HPリンク先

○防災経済コンソーシアム
https://www.bousai.go.jp/kyoiku/consortium/index.html

○内閣府主催イベント/防テクセミナー
https://bosaitech-pf.go.jp/pages/seminars

〇普及啓発パンフレット等
https://www.bousai.go.jp/kyoiku/keigen/gensai/gensai.html

https://www.bousai.go.jp/kyoiku/keigen/ichinitimae/index.html

https://www.bousai.go.jp/kohou/kouhoubousai/index.html

https://www.youtube.com/watch?v=ckkdait0enE

〇事業継続⼒強化計画
https://kyoujinnka.smrj.go.jp/

〇「事業継続⼒強化計画」策定・申請⽀援事業
https://kyoujinnka-handson.smrj.go.jp/

〇今⽇の⽯油産業2025
https://www.paj.gr.jp/pdf/today_paj2025.pdf

〇⼯業⽤⽔道事業におけBCP策定ガイドライン
https://www.meti.go.jp/policy/local_economy/kougyouyousui/kankeihourei.html

〇令和７年度耐震改修促進全国キャンペーン
https://taishin-kaishu.mlit.go.jp/ 国⼟交通省

〇国際防災協⼒
https://www.bousai.go.jp/kokusai/index.html 内閣府（防災）

〇世界津波の⽇
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/gic/page25_000294.html

〇JICAの防災の取組
https://www.jica.go.jp/activities/issues/disaster/index.html

経済産業省

内閣府（防災）

⑧ 多くの⾃然災害が発⽣する我が国は、国際的に⾒ても国⼟強靱化に関する先進的な取組を
進めている国の⼀つであることから、国⼟強靱化に関する様々な分野において諸外国との相互
理解を深め、国際社会に貢献する。また、「仙台防災枠組2015-2030」に基づく各国の取組の
推進や「世界津波の⽇」等を契機とした防災・減災、国⼟強靱化に関する意識啓発や防災教育
等、国際機関とも連携した国際防災協⼒等を推進する。

外務省

⑦ BCP の策定や実効性の向上、住宅・建築物の耐震化、備蓄等、個⼈や家庭、地域、企業、
団体等が⾏う国⼟強靱化に関する投資や取組を促進するため、普及啓発や情報提供等を進め
る。


